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Ⅲ 防災・減災対策 
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 
[1] 大規模災害から住民の生命・身体及び財産を 

守るための防災・減災対策の総合的な推進 
 

【内閣府・国土交通省・気象庁・防衛省】 
 
【提案・要望事項】 
(1) 甚大化・頻発化する豪雨災害等に備える避難対策等の総合的な推進 

・ 自助・共助を促進し地域防災力の向上を図るため、地方自治体が取り組む
コロナ禍での分散避難等への新たな対策や、高齢者などの要支援者の避難
対策等のソフト事業に対する支援等を充実・強化すること。 

・ 災害から住民の生命・身体等を守るため、避難情報について国が主体的に
地方自治体や住民等への周知徹底や理解促進に取り組むとともに、気象情
報の一層の精度向上を図ること。またスマートフォンやＳＮＳの活用など
防災情報の伝達手段の多様化を踏まえた支援等を充実・強化すること。 

・ 被災者生活再建支援制度の適用を住家の半壊・床上浸水まで拡大すること。 
(2) 南海トラフ地震対策の推進 

・ 南海トラフ巨大地震を想定した広域的な防災対策を一層充実させるととも
に、地方自治体の取組を促進する財政支援措置を充実・強化すること。 

・ 南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応の実効性を高める取組を充実・
強化すること。 

・ 事前復興の取組を推進する体制を整備するとともに、地方自治体の取組に
対する支援措置を講じること。 

(3) 陸上自衛隊松山駐屯地の拡張及び周辺地域の道路整備の着実な推進 
・ 大規模災害発生時の人命救助や物資輸送等に万全を期すため､他の駐屯地

等からの応援部隊の人員や資機材等の受入れが可能となるよう、施設の拡
張整備を早期かつ着実に推進すること。 

・ 大型車両の出入口を複数確保するとともに、（仮称）東温スマートインター
チェンジの開設に合わせて高速道路へのアクセス向上を図るため、大型車
両が通行可能な道路整備に向けた必要な予算を配分すること。 

 
【現状と課題（背景・理由等）】 
(1) 甚大化・頻発化する豪雨災害等に備える避難対策等の総合的な推進 

本県が被災した西日本豪雨災害の教訓等を踏まえ、甚大化・頻発化する豪雨災害
等に備えるためには、ハード面での対策はもとより、ソフト面を含めた避難対策等
を総合的に推進していく必要がある。 
 〇地方自治体の避難対策等のソフト対策事業に対する支援等の充実・強化 

西日本豪雨災害では、防災士や自主防災組織による避難誘導が住民の避難行動
に繋がり生命・身体を守る重要な役割を果たしたほか、コロナ禍での災害を経て
分散避難等を含め避難行動の変容への対応が課題となっている。 
このため、地方自治体が実施する自助・共助の促進をはじめ、分散避難等への

新たな対策や、高齢者など要支援者の避難の実効性向上に向けた対策等に対する
財政措置やモデル事業の実施など、支援を充実・強化する必要がある。 

 ○避難情報の理解促進及び気象情報の精度向上、防災情報伝達への財政支援措置 
災害時に、住民が迅速かつ適切に避難し、一人でも多くの命を守るためには、

住民が避難情報を正しく理解し、躊躇なく避難いただく必要があり、地方自治体
や住民等への周知徹底を図ることにより、地方自治体の正確かつ分かりやすい防
災情報等の提供を促し、住民等の早期避難の実現等を図る必要がある。 
また、令和３年度から運用が開始された線状降水帯の発生予報など住民の避難

行動に直接結び付く気象情報の更なる精度の向上はもとより、同報系防災行政無
線のデジタル化や、スマートフォンやＳＮＳ等の様々な情報伝達手段を活用した
避難行動支援策等の地方自治体の取組に対する財政支援措置が必要である。 
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○被災者生活再建支援制度の適用拡大 
令和２年７月豪雨の被災者を支援するため、「中規模半壊」まで適用が拡大さ

れたが、引き続き被災者が一日も早く日常生活を取り戻すため、住家の「半壊」
や「床上浸水」の被害についても支援対象とすることが必要である。 

 
(2) 南海トラフ地震対策の推進 

本県は県内全域が「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置
法」に基づく防災対策推進地域に、また宇和海沿岸５市町が津波避難対策特別強化
地域に指定されており、南海トラフ地震に係る地震・津波対策を強力に推進するた
め、財政支援措置等の充実・強化が必要である。 
○南海トラフ巨大地震を想定した広域的な防災対策の充実等 

南海トラフ巨大地震に備えるためには、地方自治体による応急・復旧対策に加
え、「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に基づく国
の広域的な防災対策の一層の充実を図る必要がある。 
また、広域防災拠点の指定・整備を促進するための地方自治体の取組に対する

財政支援措置や施設所有事業者等に対する優遇措置等の創設が必要である。 
○南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応の実効性を高める取組の充実・強化 

南海トラフ地震臨時情報発表時に事前避難等が必要な住民や、住民生活への影
響が大きい学校やライフライン事業者等の防災対応の実効性を高めるため、地方
自治体と協力した制度の周知啓発及び学校・企業等の防災対応に係る全国統一的
な指針等の作成が必要である。 

○事前復興の取組を推進するための体制整備及び財政支援措置 
南海トラフ地震による被害を最小限に抑え、迅速かつ適切な復興を実現するた

めには、従来の対策に加え、復旧・復興のあり方を事前に検討し、対策を進める
「事前復興」の取組が不可欠である。本県では、宇和海沿岸の５市町及び愛媛大
学等で共同研究を行い、市町が事前復興計画を策定するための指針を作成してお
り、国においても、事前復興を法令等へ明確に位置付けて、推進体制を整備する
とともに、ソフト・ハードの両面で地方自治体が独自に実施する事業に対する支
援措置を講じる必要がある。 

 
(3) 陸上自衛隊松山駐屯地の拡張及び周辺地域の道路整備の着実な推進 

西日本豪雨災害への対応状況等を踏まえ、南海トラフ地震などの大規模災害時に
おいて、自衛隊による人命救助活動等が迅速かつ円滑に実施されるよう、松山駐屯
地の拡張の早期実現や、国道 11 号と松山駐屯地を結ぶ連絡道路の整備を着実に推
進していく必要がある。 

 
【愛媛県内の取組】 

県ではこれまで、西日本豪雨に係る専門家等による検証結果を踏まえ、避難対策
等を充実する他、防災士について質量とも日本一と言えるような積極的な養成とス
キルアップを図り、自助・共助の促進や自主防災体制の機能強化に取り組んできた。 
さらに、令和３年度には、コロナ禍での分散避難等の避難行動の変容への対応や

高齢者等の避難行動要支援者の個別避難計画作成体制の構築等を行う事業を実施
するなど、新たな課題等についても可能なものから対応に着手している。 
なお、松山駐屯地は本県の防災上の重要拠点であり、平時から県や市町、自衛隊

等の防災関係機関等で構成する広域防災・減災対策検討協議会や県総合防災訓練等
を通じて密接に連携している他、災害時は県をはじめ行政機関へのリエゾン派遣や
被災地への実動部隊の派遣など、迅速に災害対応に当たる体制を整えている。 

 
【実現後の効果】 
 ◇ 地域の実情に応じた防災・減災対策の促進 
◇ 大規模災害等における被害の軽減と、迅速かつ適切な災害対応の実現 
◇ 大規模災害発生時における自衛隊の迅速かつ適切な災害対応により、人命救助

活動等に最大限の効果を発揮  

県担当部署：県民環境部 防災局 防災危機管理課 
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 

[2] 地域の安全・安心を確保するための社会資本整備の 

推進 
【内閣府・財務省・国土交通省】 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

【現状と課題（背景・理由等）】 

○社会資本整備に係る予算の総額確保 

  本県は、急峻な地形とぜい弱な地質により、全国に比べ社会資本整備が遅れ

ており、地域間格差が増大している。また、切迫する南海トラフ地震や頻発す

る集中豪雨等による災害リスクの増大、少子高齢化・人口減少による地域活力

の衰退や建設業の担い手不足など、社会資本の整備に関し課題が山積している。 

  このため、国土強靭化による安全・安心の確保や地域経済の活性化対策によ

る豊かな暮らしの実現と地域の守り手となる建設業の担い手確保に取り組む

必要があり、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を当初予

算で配分するなど、中長期的な見通しのもと、安定的・持続的な予算の総額確

保が求められる。 

○県民の命を守る防災・減災対策に必要な予算の愛媛県への重点配分 

本県に甚大な影響をもたらす南海トラフ地震や、四国で唯一の原子力発電所

の不測の事態から県民の命を守るには、「命の道」となる高速道路や緊急輸送

道路、海岸保全施設、河川管理施設、港湾施設などの整備を早急に進める必要

があり、また、西日本豪雨では甚大な浸水被害や土砂災害などが発生したこと

から、「防災対策に終わりはない」の意識のもと、避難体制強化の推進などソ

フト事業を含む総合的な防災・減災対策に取り組む必要がある。 

さらに、ひとたび大規模災害が発生すると、愛媛そして四国が孤立すること

でサプライチェ－ンが寸断され、経済活動の低下が全国に波及する恐れがある。 

これらのことから、県民の命を守り、経済活動への影響を最小化するため、

防災・減災対策に必要な予算の愛媛県への重点的な配分が必要である。 

【実現後の効果】 

◇ 県民の安全・安心の確保や地域の活性化と豊かな暮らしの実現 

◇ 大規模災害に備えた防災・減災対策の推進 

【提案・要望事項】 

（1）県民の安全・安心を確保し、地域経済の活性化による豊かな暮らし

の実現と、地域の守り手となる建設業の担い手確保のため、安定

的・持続的な社会資本整備に係る予算の総額を確保すること。 

（2）県民の命を守ることを最優先に、南海トラフ地震などの大規模災害

に備えた防災・減災対策に必要な予算の愛媛県への重点的な配分を

行うこと。 

県担当部署：土木部 土木管理局 土木管理課 技術企画室 



- 16 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 17 - 

６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 

[3] 社会インフラの戦略的な維持管理・更新の推進 
 

【内閣府・総務省・財務省・国土交通省】 
 

 

 

 

 

 
 

【現状と課題（背景・理由等）】 

○社会インフラの戦略的な維持管理・更新に関する予算の総額確保及び愛媛県へ

の必要な予算配分 

本県での道路、河川、港湾などの社会インフラは、今後、老朽化の目安とな

る建設後 50 年を経過する割合が、急速に増加するとともに、現状においても

修繕の必要な施設の割合が概ね４割を超え、老朽化が加速している状況である。 

このため、道路法や河川法、港湾法等の改正により定期点検や適切な維持修

繕が明確化されたメンテナンスサイクルの確実な実施が必要となるが、計画的

な施設の延命化、維持・更新に係るトータルコストの縮減につながる予防保全

など、長寿命化計画に基づく戦略的な維持管理・更新を進めるには、費用の確

保が必要不可欠であり、維持管理・更新に関し、補助金・交付金・５か年の期

間延長が示された公共施設等適正管理推進事業債等を含めた予算の総額確保

及び愛媛県へ必要な予算の配分を行うこと。 

○戦略的な維持管理・更新に関する制度の拡充 

「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」では、従来の３か年

緊急対策の内容に加え、予防保全に移行するための老朽化対策が追加されたと

ころであるが、今後、老朽化施設は急速に増加することから、道路事業におけ

る個別補助事業の更なる要件緩和や、現在、交付金の対象外となっている港湾

施設・ダム・堤防・県営住宅等の法定点検、航路の浚渫、ダムの堆砂対策等を

対象とする制度の拡充などが必要である。 

○新技術の開発等の状況をふまえた効果的・経済的な点検手法の導入に向けた取

組の推進 

平成 25 年度以降、橋梁点検においては法定化された点検が一巡したことか

ら、点検項目の見直しなど、技術的助言が行われたところである。ＩＣＴやＡ

Ｉの活用をはじめとした新技術の開発等が進められていることから、その他の

公共土木施設においても、これまでの点検結果を踏まえ、品質を確保したうえ

での効果的・経済的な点検手法の導入に向けた取組の推進が求められる。 

【実現後の効果】 

◇ 県民の安全・安心の確保 

◇ 社会インフラの戦略的な維持管理・更新 

【提案・要望事項】 

（1） 社会インフラの戦略的な維持管理・更新に関する予算の総額確保及

び愛媛県へ必要な予算の配分を行うこと。 

（2） 戦略的な維持管理・更新に関する制度の拡充と、新技術の開発等の

状況をふまえ、効果的・経済的な点検手法の導入に向けた取組を進

めること。 

県担当部署：土木部 土木管理局 土木管理課 技術企画室 
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 

[4] 南海トラフ地震に対応した海岸保全施設整備の 

推進 
【財務省・農林水産省（水産庁）・国土交通省】 

 

 

 

 

 
 

 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○本県における海岸の現況 

延長約 1,188kmにも及ぶ全国第３位の海岸保全区域を有する。 

○南海トラフ地震・津波 

近い将来発生が危惧される南海トラフ地震について、今後、30年以内にマグニ

チュード８～９クラスの地震が発生する確率が 70～80％程度とされている。瀬戸

内海沿岸のゼロメートル地帯を含む干拓地や埋立地では地震による液状化が想

定されるほか、宇和海沿岸では発生頻度が高い津波により現況の堤防を最大で４

ｍ超過するなど、堤防及び水門・樋門の耐震性や、堤防の高さ不足が課題である。 

 

【愛媛県内の取組】 

○南海トラフ地震に対応した海岸保全施設整備の推進 

本県の海岸保全基本計画では、県民の尊い生命や財産を守るため、総合的な防

災対策を推進するとともに、保全区域における対策の緊急性と背後地の重要度か

ら選定した「重点整備海岸（130km）」の整備に取り組むこととしている。 

特に、津波により甚大な被害が懸念される愛南町御荘地区では、早期に目指す

べき人命の保護や速やかな地域の復興のため、堤防の「段階的整備」を基本とし

た整備計画を策定し、令和２年度より堤防工事に本格着手している。 

こうした海岸保全施設の地震・津波対策には膨大な費用を要することから、国

の支援が不可欠であり、南海トラフ地震に対応した海岸保全施設整備の推進が図

られるよう、防災・減災対策に係る事業費の確保を要望する。 

 

【実現後の効果】 

◇ 南海トラフ地震の発生に備えた防災・減災対策の推進 

◇ 県民の安全・安心な暮らしの確保 

  

県担当部署：農林水産部 農業振興局 農地整備課 
      農林水産部 水産局 漁港課 

土木部 河川港湾局 港湾海岸課 

 

【提案・要望事項】 

南海トラフ地震・津波対策に必要な海岸保全施設の整備事業費の確保 

・全国第３位の海岸保全区域を有する愛媛県へ、南海トラフ地震に対応し

た海岸保全施設の整備に必要な予算の配分を行うこと。 
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南海トラフ地震に備えた海岸保全施設整備の推進 

愛媛県の海岸線延長 約１,７００ｋｍ 

（全国第５位） 

( 

zennkoku 

愛媛県地震被害想定調査 
（最大クラスの津波） 

愛南町御荘支所 

(国)５６号 

御荘中学校 

（津波避難ビル） 
道の駅みしょう 

青い国ホテル 

（津波避難ビル） 

新居浜市役所川東支所 

(主)壬生川新居浜野田線 

新居浜港 

垣生小学校 浮島小学校 高津保育園 

最大津波水位 16.7ｍ 

浸水面積 771ha(浸水 30cm以上) 

最大津波水位 3.3ｍ 

浸水面積 794ha(浸水 30cm以上) 

宇和海沿岸では、
津波高が高く、堤防
高さの不足が懸念
瀬戸内海（燧灘）沿
岸では、液状化が
懸念 

瀬戸内海（燧灘）沿
岸では、液状化が
懸念 

初期地盤沈下に加え、津波高が高く到達

時間の早い津波により浸水が発生 

地震直後に、液状化等に伴う堤防

等の倒壊により浸水が発生 

愛媛県下 約 1,700㎞ の海岸【全国第5位】 

海岸保全区域 1,188㎞ 【全国第3位】 

整備対象海岸 373海岸（445地区）340㎞ 
今後整備すべき海岸 

津波や高潮に対して堤防高が不足している箇所等のうち、背後地

に保全対象のある箇所を抽出 

重点整備海岸 71海岸（102地区）130㎞ 
概ね20年間に重点的に整備すべき海岸 

整備対象海岸のうち、以下の3つ全てに該当する箇所を選定 

 ・津波からの避難時間の確保が困難な箇所や高潮により頻繁に 

越波や浸水被害が発生する等、特に緊急性が高い箇所 

 ・背後地に人家が密集しているなど、重要度が高い箇所 

 ・1次緊急輸送道路や官公署、病院など、災害応急活動時にお 

ける重要施設を保全 

※設計津波水位に対する堤防等の状況（全所管海岸）

海岸保全
区域（A)

堤防高不
足延長（B)

堤防高
不足
割合

（B)/(A)

設計津波
水位

（T.P+m)

最大堤防
不足高

愛媛県沿岸計 1,188km 362km 30%
2.4m
～

5.4m

5.5m
（愛南町）

うち　宇和海沿岸 508km 247km 49%
2.4m
～

5.4m

5.5m
（愛南町）

うち　瀬戸内海沿岸 680km 115km 17%
2.7m
～

3.3m

1.2m
（今治市）

・堤防不足延長及び不足高は初期地盤変動量を考慮している（地盤の液状化は含まない）。

※さらに、瀬戸内海沿岸では、海岸堤防等の耐震化（液状化
対策）が必要
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災の推進について 

［5］総合的な土砂災害対策の推進 
【内閣府・財務省・国土交通省】 

 

 

 

 

 
 

【現状と課題（背景・理由等）】 

○多く抱える土砂災害危険箇所と低い整備水準 

本県は、マサ土等の脆弱な地質構造に加え、急峻な地形のため、土砂災害危険

箇所が 15,190 か所と非常に多く、このうち保全人家５戸以上等のランクⅠの

6,796 か所（全国第８位）に限っても、施設整備などのハードの着手率は４割程

度と低い整備水準に留まっている。 

○土砂災害の激甚化・頻発化 
近年、毎年のように全国各地で人命に関わる甚大な土砂災害が発生しており、

本県においても、平成 30 年の西日本豪雨により県下全域で土石流等が多発し、
17名の尊い命が失われたほか、浄水場等の重要インフラが被災するなど、県民生
活に多大な影響を及ぼしたところである。 

 

【愛媛県内の取組】 
○「いのちとくらしを守る土砂災害対策」の推進 
人命はもとより、地域の社会生活や経済活動を支える基礎的インフラを保全す

る「いのちとくらしを守る土砂災害対策」を強力に推進する。 
（１）激甚化・頻発化する土砂災害に対するハード対策 

人家密集地や要配慮者利用施設、緊急輸送道路の保全など、緊急性や整備効
果の高い箇所のハード対策を重点的かつ計画的に進める。また、長寿命化計画
に基づき、砂防関係施設の老朽化対策にも取り組む。 

（２）県が設置した土砂災害対策検討委員会の提言を踏まえたソフト対策 
「危険箇所の周知」、「切迫した危険度の周知」、「防災意識の向上」の３つの

柱に基づき、住民の防災意識向上や避難の実効性を高める取組をさらに深化さ
せ、自助・共助による地域防災力の向上を図る。 
・土砂災害警戒区域等の見直しや追加指定に必要となる基礎調査の実施 
・市町と連携したハザードマップ作成支援及び周知看板の設置 
・砂防学習会の充実・強化等 

○「流域治水」の考え方に基づいた砂防関係事業の推進 
砂防関係施設の整備により土砂や流木を捕捉して、河道埋塞による河川の氾濫

防止に取り組むなど、流域全体の治水安全度を向上させる。 

 

【実現後の効果】 

◇ 安全が確保され、安心して生活できる快適な暮らしの実現 

県担当部署：土木部河川港湾局砂防課 

【提案・要望事項】 

土砂災害対策事業費の確保 

・豪雨や地震による土砂災害から県民の生命･財産を守るため、ハードとソフ

トが一体となった総合的な土砂災害対策を推進するための必要な予算を配

分すること。 
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○急峻な地形、複雑・脆弱な地質      ○土砂災害危険箇所数 

 

○土砂災害発生状況 

0
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H16 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

件
数

年

土石流 地すべり がけ崩れ

本県10年間の年平均81件

合計:419件

34件
15件5件

土石流:81件

地すべり:7件

がけ崩れ:331件

（参考：全国平均31件）

332件

 

○県が設置した土砂災害対策検討委員会の提言を踏まえたソフト対策 

・周知看板の設置（大洲市の事例）     ・砂防学習会充実・強化等 

 

 

土砂災害警戒区域等の看板を電柱等

に設置して周知 

【マサ土】 

・山砂の一種 

・非常にもろく崩れやすい 

【赤ホヤ】 

・火山灰 

・表層すべりを起こしやすい 

中央構造線 

御荷
み か

鉾
ぶ

構造線 

仏像
ぶつぞう

構造線 

愛媛県 １５,１９０か所（全国第１４位） 

ランクⅠ（保全対象人家５戸以上等）の
危険箇所数は全国第８位！

0
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土砂災害危険箇所数

土石流 地すべり 急傾斜地
６,７９６箇所※

（全国第８位）

全国平均
４,５６１箇所

※土石流と急傾斜地：ランクⅠの危険箇所数、地すべり：全危険箇所数

※ランクⅠは人家５戸以上等

◆令和３年は 15件 

◆平成30年は４１９件 

（うち、西日本豪雨４１３件） 

◆年平均８１件（過去１０年間） 

土砂災害の模型実験 
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 

［6］ 治水事業の推進 
【財務省・総務省・国土交通省】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○本県の現状（長い河川管理延長と低い整備水準、水害の頻発・激甚化） 

  愛媛県が管理する河川延長は、全国第６位の 3,072kmに及んでおり、河川の

整備率は45.5％と依然低水準にあることや、脆弱な地質に加え、河川の多くが

短く急流で、豪雨による洪水時には、堤防・護岸等の決壊や氾濫により幾度と

なく県民の生命や財産が危険にさらされている。 

西日本豪雨では、本県でも各所で河川が氾濫し、尊い命が失われるなど、全

国同様水害が頻発・激甚化していることから、流域治水の推進とともに、その

根幹となるハード・ソフト一体となった治水事業の推進が急務である。 

○洪水の発生に備えた河川整備、ダム等の堆砂除去の推進 

  西日本豪雨により浸水被害があった県管理河川（肱川、立間川など）の再度

災害防止対策や、事前防災対策として、洪水を安全に流すための河川整備、越

水しても堤防決壊までの時間を引き延ばすような堤防構造の強化のための事

業費の確保及び国管理区間における肱川緊急治水対策や重信川の堤防漏水対

策などの河川整備の推進が必要である。 

併せて、河川やダムへの土砂堆積により、洪水の安全な流下や洪水調節機能

等に支障が生じる可能性がある箇所について、堆砂除去に対する財政支援を継

続するとともに、事前放流等を行うダムについては、利水容量内の堆砂除去に

補助対象を拡大するなど、制度の拡充について要望する。 

○大規模氾濫に対する避難支援体制強化の推進 

大規模氾濫に対する避難体制を構築する上で根幹となる洪水浸水想定区域

図や洪水ハザードマップ等の技術的・財政的な支援が引き続き必要である。 

 

【実現後の効果】 

◇ 安全が確保され、安心して生活できる快適な暮らしの実現 

◇ 大規模氾濫に対して命を守る避難体制の構築 
 

【提案・要望事項】 

頻発・激甚化する水害に備え、流域全体で被害軽減を図る「流域治水

対策」の根幹となる治水事業を推進するための予算の総額を確保すると

ともに、愛媛県へ必要な予算を配分すること。 

(1)県管理河川の整備に必要な事業費の確保 

(2)国管理区間の河川整備の推進 

(3)県管理の河川やダム等の堆砂除去に対する継続的な財政支援と制度の拡充 

(4)住民の避難支援体制強化に必要な事業費の確保 

県担当部署：土木部 河川港湾局 河川課 
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令和3年3月31日現在

ダ　ム　名　称 鹿森ダム 黒瀬ダム 玉川ダム

経　過　年　数 58 48 50

① 総貯水容量内堆砂量
　（千m3)

542 4,681 859

② 計画堆砂容量
  （千m3）

280 2,000 800

   有効貯水容量
  （千m3）

1,310 34,000 9,100

   洪水調節容量
  （千m3）

1,210 8,000 2,300

堆砂率（%）　　①/② 193.6 234.1 107.4

今までの土砂撤去総量
　（千m3)

48 159 104

 

 

 

 

   
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ■ソフト対策の拡充 

（二）立間川水系河内川（宇和島市） 

平成 30年７月 西日本豪雨 

◎西日本豪雨による浸水被害河川 

◎大規模氾濫に対する避難支援体制強化 

の推進 ～水防災意識社会再構築の取組～ 

Ｒ３年度の河川関係予算は「５か年加速化対

策」を含めてもピーク時（H10）の約７割（71％） 

◎ダムの堆砂状況 

◎県内河川の浸水状況 ◎河川関係予算と河川整備率

率 

今治市 戸板川、井口本川、鴨川、中川

大洲市 肱川、矢落川、清永川、嵩富川　外29河川

内子町 小田川、中山川、麓川

八幡浜市 千丈川、喜木川

西予市 肱川、山瀬川、深ヶ川、西川　外4河川

宇和島市 立間川、三間川、内平川、芳原川　外6河川

鬼北町 広見川、大宿川

松野町 広見川

愛南町 惣川、赤木川、増田川、篠川、小山川

5市4町 66河川（肱川、広見川は1河川で計上）

大規模氾濫への避難支援体制強化 

 

西日本豪雨で 

明らかとなった新たな課題に対応 

◎リスク情報の空白地帯の解消 

◎認識しやすい防災情報・避難行動につながる 

リアルタイム情報の充実 

◎災害を我がことと考えるための取り組みの強化 

◎重信川（国管理区間） 

堤防漏水対策例 

堤防漏水対策必要区間 

重信川流域学識者会資料 

●水位計、河川監視カメラによる情報提供 

●危険水位設定 ●洪水浸水想定区域図 
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 
[7] 水道施設の防災対策等の推進 

 
【厚生労働省】 

 

【提案・要望事項】 

 水道施設の防災対策等の推進 

県内自治体では、南海トラフ大地震等への災害に備えた水道施設の耐震化

に加え、平成30年７月豪雨や令和元年東日本台風、令和２年７月豪雨などに

より明らかとなった停電・土砂災害・浸水災害への対応など、多岐にわたる

防災対策を講じる必要性が高まっており、優先順位をつけ計画的に取り組ん

でいるところであるが、厳しい財政状況にあることから、早期実施に向けた

積極的な財政支援を講ずること。 

（１） 停電・土砂災害・浸水災害対策の推進 

・水道水源開発等施設整備費補助金における防災対策工事に係る補助メニュ

ーを５年間に限定せず、恒久的なものとすること。 

・資本単価撤廃等採択要件の緩和や補助率の嵩上げなどの財政支援を拡充し、

水道施設の耐災害性強化を加速させること。 

・災害に備えて、浄水機能を担う機器等を応急的に提供できる体制整備など、

早期復旧に向けた対応策を講じること。 

（２） 耐震化の促進 

・資本単価撤廃等採択要件の緩和や交付率の嵩上げなどの財政支援を拡充し、

水道施設及び基幹管路の耐震化を加速させること。 

・耐震化の早期整備を図るため、引き続き要望額を満額確保すること。 

・水管橋の崩落や海底送・配水管の事故を踏まえ、水管橋の耐震化等や海底

送・配水管の更新について、恒久的な助成を設けること。 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 
○背 景 
  平成 30 年７月豪雨により、県内各所で土砂の流入や冠水などにより水道施
設が被災した結果、最大で 12 市町、31,068 世帯、63,856 人の断水が発生し、
特に土砂流入により壊滅的な被害を受けた吉田浄水場は、１箇月にわたり断水
するなど、県民生活に多大な支障が生じた。また、他県においても、令和元年
東日本台風や令和２年７月豪雨等で停電・土砂災害・浸水災害により大規模な
断水が発生するなど、水道施設に甚大な被害が生じたため、水道施設の強靱化
対策を早期に講じる必要がある。 

  このほか、平成 30 年７月豪雨で全壊した吉田浄水場の代替浄水設備につい
ては、厚生労働省・東京都をはじめ関係者の多大な協力を得て、ろ過機や配電
盤、送水ポンプを早期調達し、約１箇月弱で復旧できたが、災害が広域化又は
多発化している現状を踏まえると、現在保有している応急給水資機材や給水関
連機器等の在庫では不足が懸念され、早期復旧が実現できなくなる恐れがある。 
さらに、近い将来発生が予想されている南海トラフ巨大地震に備え、水道施

設の耐震化は、喫緊に取り組むべき重要課題であり、特に救命や医療救護、消
火活動等に支障をきたさぬよう水道施設の機能の増加や維持が求められる。 
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○現 状 
  国では、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」により、基
幹となる浄水場など、特に優先度が高い施設（本県：14 市町等の 38 施設）を
対象に、５年間（令和３～７年度）にわたり緊急対策を行う財政支援を講じ、
水道施設の耐災害性強化対策を図ることとしている。 
また、令和２年度末における県内の水道施設の耐震化率は浄水場：58.9％（全

国７位）、配水池：65.8％（同 11 位）、基幹管路の耐震適合率：31.7％（同 33
位）となっている。各市町では耐震化整備に取り組んでいるものの、財政事情
等により耐震化計画の長期化や進捗の遅れが懸念されている。 
さらに、山間部や半島部、離島には簡易水道や小規模水道施設が点在し、施

設の集約化が困難といった地理的条件も重なり、特殊な施工条件や設置条件を
伴う水管橋、海底送・配水管をはじめとする基幹管路の整備は大幅に遅れてい
る。浄水場や配水池は、基幹管路に比べると整備は進んでいるが、バックアッ
プ機能の強化を含め完了には程遠く、早期整備のためには、国の財政支援が必
要不可欠である。 

 
【愛媛県内の取組】 
○水道水源開発等施設整備費補助金及び生活基盤施設耐震化等交付金の活用 
  当該補助金及び交付金については、補助・交付対象外や採択要件を満たさな
いなどの理由で補助金等を活用することができず、水道施設や基幹管路の耐震
化計画や更新計画の進捗が足踏みとなる場合が多く、活用できたとしても多額
の自己財源が必要となり、整備投資へ大きな負担を強いられている。 
また、当該補助金の防災対策工事に係る補助については、令和７年度まで延

長されているものの、恒久的なものではないことから、十分に耐災害性の強化
を図ることが困難な状況となっている。 

 

【実現後の効果】 

◇大規模な土砂災害等発生時の施設被災の低減・防止 
◇災害時における浄水機能の早期復旧の実現 
◇「えひめ震災対策アクションプラン」に掲げている令和６年度末までの基幹管
路の耐震適合率40％の目標に向けた整備の促進 

 

上水道の基幹管路耐震適合率推移状況（H22～R2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

県担当部署：県民環境部 環境局 環境政策課 
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６ 地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について 
[8] 公共施設等の耐震化の促進 

 
【総務省・財務省・厚生労働省・国土交通省・警察庁】  

【提案・要望事項】 
 公共施設等の耐震化の促進 
  ・防災拠点となる公共施設等（県庁舎・警察施設・医療施設）の耐震化を計

画的に進めるため、交付金、起債等耐震化に係る制度の拡充を図ること。 
  ・国直轄事業である松山空港の耐震化事業を促進すること。 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 
○公共施設等の耐震化の必要性 
  本県では防災・減災対策を最重要課題として取り組んでおり、「建築物の耐
震改修の促進に関する法律」の改正（平成 25年 11月）等を踏まえ、公共施設
等の耐震化を推進している。 

  公共施設等については、大規模災害発生時のインフラ施設の復旧や保健医療
等の応急対策などを担う災害対策の拠点となる重要施設であることから、耐震
基準を満たしていない施設等の耐震化、建替えを計画的に進めるための安定的
な財源確保が喫緊の課題となっている。 

○恒久的かつ柔軟性の高い財政支援制度の整備 
  公共施設等（県庁舎・警察施設・医療施設）の耐震改修及び建替えを計画的
に進めるためには、長期にわたり多額の財政負担が必要となることから、交付
金の交付率の嵩上げ及び対象要件等の拡充をするとともに、継続的な財源（都
道府県警察施設整備費補助金）を確保することが必要である。 
また、医療施設においては、ライフラインが復旧するまでの間あるいは孤立

状態が解消されるまでの間に医療機能の維持に必要な自家発電装置や貯水槽
の整備、燃料や食料、医用水などの備蓄に対する恒久的かつ柔軟性の高い財政
支援制度の整備が必要である。 

○松山空港耐震化事業の促進 
  松山空港については、海側 500ｍ区間の滑走路等について災害救助対応や復
旧・復興の役割を十分に果たすためにも早期の耐震化が必要不可欠である。 

 
【実現後の効果】 
◇ 防災拠点となる公共施設等の耐震化を計画的に行うことが可能となり、大規
模災害発生時における防災力の向上、発災時における被災者の救出救助等の警
察活動を円滑に行うことが可能となる。 

◇ 災害医療に係る医療機関の施設・設備が充実することにより、災害時の医療
機能の維持・確保を図り、傷病者の対応に資することができる。 

 

 
 
 

県担当部署：総務部 総務管理局 総務管理課 

観光スポーツ文化部 観光交流局 観光国際課 航空政策室 

保健福祉部 社会福祉医療局 医療対策課 

警察本部 警務部 会計課 
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○本県警察施設(県有）の現状 
耐震化の対象施設（３階建以上かつ1,000㎡以上） 20棟 

 
上記の 

うち 

S56.5以降の建築で新耐震基準に適合している施設 ９棟 

建替え、耐震改修済み又は事業化している施設 ８棟 

建替えが必要な施設 

・新居浜署（東予地区ブロック署）、第二庁舎、内子交番 
３棟 

 
○公共施設等の耐震化等に対する交付金・地方債の現状と要望 
・社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金【国土交通省】 

現 状  
 

要 望 
対 象 交付率 対 象 交付率 

避難所等（警察施設） 工事費の１/３ 同 左 
工事費の１/２
に嵩上げ 

対 象 内容 対 象 内容 

除却に関する事業 

耐震診断の結果、
倒壊の危険性が
あると判断され
たもの 

同 左 

昭和 56 年の新
耐震基準導入前
に建設された建
築物 

 
・緊急防災・減災事業債【総務省】 

現 状  
 

要 望 
対 象 期 間 対 象 期 間 

公共施設及び公用施設
（県庁舎を含む）の耐震
改修 

令和７年度まで 
耐震改修が困難な場合の
建替えを対象とする  

【拡充】 
恒久化 

充当率100％、交付税措置率70％ 
 
・公共施設等適正管理推進事業債（市町村役場機能緊急保全事業）【総務省】 

現 状  
 

要 望 
対 象 期 間 対 象 期 間 

昭和56年の新耐震基準導
入前に建設され、耐震化
が未実施の市町村の本庁
舎の建替え事業等 

令和２年度まで 
（ただし、令和 2

年度までに実施設

計に着手した事業

は令和３年度以降

も同様の措置） 

県庁舎を対象とする 
【拡充】 

恒久化 

充当率90％(交付税措置対象分75％)、交付税措置率30％ 
 
・公共施設等適正管理推進事業債（除却事業）【総務省】 

現 状  
 

要 望 
対 象 期 間 対 象 期 間 

交付税措置なし 
（資金手当） 

令和８年度まで 

昭和56年の新耐震基準導
入前に建設された建築物 
交付税措置率30％ 

【拡充】 

恒久化 
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７ 伊方発電所の安全対策の強化等について 
【原子力規制委員会・経済産業省・内閣府・警察庁・防衛省・外務省・国土交通省】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提案・要望事項】 

(1)原子力発電所の安全対策の充実・強化及び安全文化の醸成 
・立地地域の特性や独自の取組も十分考慮して、厳正な原子力安全規制を行う

とともに、最新の知見に基づき安全対策の充実・強化に取り組むこと。 

・伊方発電所の安全性向上及びトラブルの再発防止に向けて、新検査制度の実

効性を高めるとともに、継続的な制度改善を図ること。 

・事業者に対し、安全最優先の意識の下、安全管理体制の充実・強化と安全文

化の醸成に向けた自主的かつ継続的な取組が一層進められるよう指導するこ

と。 

 

(2)廃炉対策 
・伊方発電所１号機及び２号機の廃止措置状況を厳正に確認・指導するととも

に、我が国では加圧水型原子炉の廃炉実績がないことを踏まえ、伊方発電所

における廃炉技術の研究が進むよう取り組むこと。 

・原子炉の解体等に伴い発生する低レベル放射性廃棄物の処分については、事

業者の取組が加速するよう積極的にサポートすること。 

 

 (3)使用済燃料対策 
・国が主体となって使用済燃料対策や核燃料サイクルを着実に推進するととも

に、伊方発電所でも貯蔵している使用済ＭＯＸ燃料の処理・処分の方策を早

期に決定すること。 

・伊方発電所内で設置工事が進められている乾式貯蔵施設については、引き続

き、再処理までの一時的保管であることや安全性を広く丁寧に説明すること。 

・使用済燃料の再処理に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の最終処分の確実

な推進に向け、国が前面に立ち、今まで以上に責任を持って取り組むこと。 

 

 (4)説明責任の履行、情報公開及びコミュニケーションの強化 
・原子力安全規制の取組状況や安全性の確認結果について、広く国民や地域へ

の説明責任を果たすとともに、情報公開を徹底すること。 

・核燃料サイクルや使用済燃料対策を含めた原子力政策について、長期的な視

点に立った原子力発電の位置付けや将来像を明確にした上で、国民に広く丁

寧に説明すること。 

・原子力発電所に求められる安全性に関する社会的合意形成に向け、住民を含

む関係者間でのリスクコミュニケーションの取組を推進すること。 

 

 (5)原子力発電所周辺上空の飛行禁止の法制化を図ること。 
 
(6)原子力発電所に対する武力攻撃やテロ行為について、国内外の連携を

強化し、情報収集や国際協力を行うなど、未然防止に努めること。 
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【現状と課題（背景・理由等）】 
福島第一原子力発電所事故以降 11 年が経過しても、県民の原子力行政に対

する不安や不信が払拭されていないことから、国に対し、二度と原子力災害が
起こらないよう、あらゆる対策を講じることを求める。 
伊方発電所３号機は、平成 27 年７月、原子力規制委員会により、原子炉設

置変更許可がなされた後、平成 28 年８月に再起動し、安全に運転が行われた
が、令和２年１月、定期検査において、制御棒の引き抜き事象等重大なトラブ
ルが連続して発生するとともに、昨年７月には、四国電力社員(当時)が宿直中
に無断で外出した保安規定違反事案が判明したことから、四国電力が取りまと
めた原因と再発防止策を独自に厳しく確認し、昨年 11 月、原子力事業者とし
ての責任、安全性向上や県民の信頼回復を条件に、３号機の運転再開を了承し
た。 
一方、伊方発電所１号機及び２号機は、原子力規制委員会から廃止措置計画

の認可を受け、現在、廃止措置作業が進められている。 
また、１、２号機廃炉に伴う３号機使用済燃料ピットの貯蔵余裕減少への対

応として計画した乾式貯蔵施設については、令和２年９月に原子力規制委員会
から許可を受けるとともに、昨年７月に設計及び工事計画認可がなされ、同年
11月から設置工事が進められている。 
３号機の安全運転の継続や１、２号機の廃止措置の実施には、安全管理の一

層の徹底が必要であり、今後とも、国による厳正な原子力安全規制が求められ
るほか、未だ処理・処分の方策が決定されていない使用済ＭＯＸ燃料を含めた
使用済燃料対策などについても、国が前面に立った責任ある対応を求める。 

 
【愛媛県内の取組】 

県では、伊方発電所の安全を確保するため、四国電力に対し、国の基準を上
回る電源対策や揺れ対策など８項目の安全対策等を独自に要請してきたとこ
ろであり、平成25年７月に安全協定に基づき申入れがなされた３号機の再起動
に係る事前協議については、大前提となる安全性を慎重に確認するとともに、
国の考え方、四国電力の姿勢、地元の理解の３条件、さらには我が国のエネル
ギー情勢等も総合的に踏まえ、平成27年10月、県として了解するとともに、知
事から国に対し、長期停止を踏まえた安全管理体制の指導監督、安全文化の絶
え間ない醸成及び原子力規制に関する情報公開の徹底等を要望した。 
また、１号機及び２号機の廃止措置計画についても、県として安全性等を確

認した上で了解するとともに、四国電力に対して、廃止措置期間中の安全確保、
低レベル放射性廃棄物の処分への真摯な取組等を、国に対しては、法令に基づ
く検査など事業者の取組の確認、低レベル放射性廃棄物に係る事業者の取組へ
のサポート等を要請した。 
更に、乾式貯蔵施設設置についても、安全性と一時的保管であることを確認

した上で了解するとともに、四国電力に対し、使用済燃料の計画的な搬出と保
管状況や搬出計画等の定期的な報告などを、国に対しては、核燃料サイクルの
推進や厳格な原子力規制検査の実施などを要請した。 

 
【実現後の効果】 
◇ 伊方発電所の安全確保 
◇ 県民の安心の醸成 
 

県担当部署：県民環境部 防災局 原子力安全対策課 
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８ 原子力防災対策の充実・強化について 
 

【内閣府・原子力規制委員会・国土交通省・防衛省】 
 

【提案・要望事項】 

（1）原子力災害対策指針の充実及び住民への丁寧な説明 

 ・原子力災害対策指針について、感染症流行下における防護措置を含む最新の

知見や、佐田岬半島の立地特性を踏まえた関係自治体等の意見を適切に反映

するとともに、住民の安全確保の視点に立った改定を継続的に行うこと。 

・科学的根拠に基づく避難等防護措置の考え方について、屋内退避の有効性も

含め、原発立地地域の住民をはじめとする国民に対し、丁寧に分かりやすく

説明すること。 
 
（2）住民避難の実効性向上のための広域避難体制の整備 

 ・災害時には、大分県への避難も含め、陸・海・空のあらゆる避難手段を活用

した広域搬送が不可欠であるほか、県内外の避難所等における感染症対策も

含めた物資供給も重要であり、これら広域避難に係る人的・物的支援につい

て、省庁横断的な調整・対応を図り、早期かつ確実に実施すること。 

 ・特に、自衛隊等の実動組織が保有する車両や船舶、ヘリ等の避難手段につい

て、投入可能台数や派遣部隊を具体的に示すなど、原子力災害時の支援体策

を明確化すること。 
 
（3）緊急時の避難等に備えた交通基盤の強化 

 ・緊急時の住民避難や物資等の輸送を支える大洲・八幡浜自動車道の整備推進、

松山自動車道「松山ＩＣ～大洲ＩＣ」の全線４車線化の促進、県道鳥井喜木

津線や国道378号などの整備推進に必要な予算を重点的に配分すること。 
 
（4）緊急時モニタリング体制の整備 

 ・緊急時モニタリングについては、国が責任を持って統括し、確実に実施され

るよう広域化・長期化に対応するための具体的な動員計画や避難時の海上も

含めたモニタリング体制を示すとともに、資機材の整備等を図ること。 
 
（5）原子力発電安全・防災対策に係る交付金の確保 

 ・放射線監視等交付金については、従来から住民の安全・安心の確保のために

実施している地域の実情に応じたモニタリングの経緯を十分に尊重すると

ともに、福島第一原発事故以降におけるモニタリング体制の強化も踏まえ、

平常時から緊急時までの適切な監視・公表等に必要な機器整備及び維持管理

費用を確保すること。 

 ・原子力発電施設等緊急時安全対策交付金については、関係自治体等の意見を

踏まえ、ドローンの更なる活用や緊急時避難円滑化事業など地域防災計画・

避難計画の具体化・充実化を推進するための費用を確保すること。 
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【現状と課題（背景・理由等）】 

  本県の原子力防災対策については、伊方発電所が細長く急峻な佐田岬半島の

付け根に位置しているため、県広域避難計画において、ＰＡＺ以西の半島部を

ＰＡＺに準じた避難等の防護措置を準備する「予防避難エリア」と定め、災害

時には、段階的避難を行うとともに、状況に応じて、大分県への海路避難等、

陸・海・空のあらゆる手段を活用した迅速な避難に取り組むこととしているが、

一部の住民からスムーズな避難に対する不安の声があるなど、県広域避難計画

の更なる実効性向上が求められている。 

このため、緊急時の迅速かつ円滑な住民避難に繋がる避難路の整備をはじめ、

避難住民の安全・安心を確保するための海上モニタリングを含めたモニタリン

グ体制の充実や実動部隊の支援体制の明確化のほか、避難等防護措置に係る住

民への理解促進等について要望していく必要がある。 

 

【愛媛県内の取組】 

県では、平成 25 年６月の県広域避難計画策定後も実践的な訓練による成果

や課題の検証を行い、５度にわたる計画の修正を行うとともに、原子力防災訓

練における大分県への海路避難訓練の実施やドローンを活用した情報収集体制

の構築、臨時災害放送局による被災状況の情報発信等、国や大分県等の周辺県、

市町等と連携しながら県広域避難計画の実効性の向上に努めており、引き続き

訓練による検証等を繰り返しながら、ソフト・ハードの両面から原子力防災対

策の一層の充実・強化に取り組んでいく。 

 

【実現後の効果】 

 ◇ 伊方発電所周辺の防災対策の充実・強化 

 ◇ 県民の安心の醸成 

 

 

 

 
 

 

愛媛県広域避難計画 

県担当部署：県民環境部 防災局 原子力安全対策課 
土木部 道路都市局 道路建設課 
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９ 大規模災害時の円滑な相互支援体制整備等のための 
防災業務の標準化の推進について 

【総務省、内閣府、厚生労働省】 
 

【提案・要望事項】 
(1) 災害対応業務等の標準化の着実な推進 

応急対策職員派遣制度など全国で相互支援体制の整備が進む中、応
援職員による迅速・円滑な支援が行われるよう、国において、西日本
豪雨をはじめ近年の大規模災害の教訓・経験を踏まえた災害対応業務
等のフローの標準化、統一システムの開発等を着実に推進すること。 

(2) 災害時における新型コロナウイルス感染症対策の指針等の明確化 
災害時に新型コロナウイルス感染症の自宅療養者等の避難所での

受入れ等を適切・円滑に行えるよう、自宅療養者等の情報共有の具体
的方策等について、国において統一的な指針等を明確にすること。 

(3) 非住家の被害認定に係る指針等の明確化 
近年、工場・店舗等の非住家の罹災証明書等が事業者向け補助金等

各種支援制度の適用基準となっている状況を踏まえ、非住家の被害認
定に係る統一的な指針等を明確にすること。 

(4) 死者・行方不明者の氏名等の統一的な公表基準の明確化 
大規模災害時において、死者・行方不明者の氏名等の公表について 

自治体間の対応に差が生じないよう、被災者のプライバシー保護等に
配慮して法令等の根拠を明確にし、統一的な公表基準を示すこと。  

 
【現状と課題（背景・理由等）】 
○災害対応業務等の標準化の着実な推進 
 国では、近年頻発化する豪雨災害や南海トラフ巨大地震など、今後発生が危惧
される大規模災害に備えて「応急対策職員派遣制度」を創設され、本県でも、西
日本豪雨の際は全国各地の応援職員に災害対応業務等を担っていただくととも
に、令和元年東日本台風をはじめ、その後発生した豪雨災害では西日本豪雨の恩
返しを行うべく職員を派遣するなど、全国的な相互支援体制の整備が進んでいる。 
このような中、応援職員のノウハウをスムーズに被災自治体の防災業務に反映

できるよう、防災業務フローの標準化等を着実に推進していくことが重要である。 
○災害時における新型コロナウイルス感染症対策の指針等の明確化 
本県では、コロナ禍での災害対応業務等に係る県独自のガイドラインに基づき、

事前に市町に対して、自宅療養者等の人数を共有することとしている。しかし、
人数のみの共有では、災害時の受入れに不安の声があり、また、他県等との取扱
いの差異により、避難所運営等に従事する応援職員の円滑な支援の支障となるこ
とも想定される。このため、自宅療養者等の情報共有のあり方等について、国に
おいて統一的な指針等を明確にする必要がある。 
○工場・店舗等の非住家の被害認定に係る指針等の明確化 
 西日本豪雨では、工場・店舗等の非住家でも浸水など多くの建物被害が発生し
たが、非住家の罹災証明書等は、中小企業グループ補助金などの各種支援制度の
適用に必要であるにも関わらず、被害認定の基準が定められておらず、判定に多
大な時間と労力が必要となるとともに、応援職員による支援の支障となっており、
国において非住家の被害認定に係る統一的な指針等を明確にする必要がある。 
○死者・行方不明者の氏名等の統一的な公表基準の明確化 
 災害時の死者・行方不明者の氏名等公表の取扱いについては、これまでも救助
活動等の実施や個人情報保護など様々な考えや地域実情から、各自治体の取扱い
に違いが生じていることを踏まえ、国において、被災者のプライバシー保護等に
配慮して法令等の根拠を明確にし、統一的な公表基準を自治体に示す必要がある。 
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【愛媛県内の取組】 

○愛媛県被災者支援連携システムの導入  

 

 

 

○新型コロナウイルス感染症に対応した県「対策ガイドライン」の策定 

 
【実現後の効果】 （ 

◇ 「応急対策職員派遣制度」の円滑な運営等が図られる 

◇ 避難所での新型コロナウイルス感染症対策等の標準的な取扱いが図られる  

◇ 各種支援制度の早期適用が可能となり、店舗等の早期復興が図られる 

◇ 氏名等公表について自治体の対応の差がなくなり判断の遅れが解消される 
 

県担当部署：県民環境部 防災局 防災危機管理課 
保健福祉部 社会福祉医療局 保健福祉課 
保健福祉部 健康衛生局 健康増進課 

 

 

 

県内市町のほとんどが参加し、県と市町が
連携して『 統一システム 』を開発・運用 
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10 四国の鉄道の維持・活性化について 
[1] 四国への新幹線の導入 

 
【国土交通省】  

【提案・要望事項】 
 
四国の新幹線計画を整備計画に格上げすること。 

（１）四国新幹線・四国横断新幹線の実現を図るための基本計画から整備計画

への格上げに向けた調査の実施 

（２）在来線との乗継利便性を確保するためのＪＲ松山駅への新幹線駅併設に

向けた調査・検討の実施 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 

四国の新幹線については、昭和 48 年に決定された２つの基本計画（四国新幹線、

四国横断新幹線）の整備計画格上げに向けた調査の実施が実現への第一歩となるが、

これまでに実施された調査は、地形や地質の調査に限られており、平成 20 年以降

は調査の予算も執行されず、事実上中断されている。 

一方、各地で新幹線の整備が着実に進展し、全国に新幹線のネットワークが広が

る中、四国新幹線、四国横断新幹線のいずれも基本計画に留まっている四国は、唯

一の新幹線の空白地帯となっており、地域間競争で大きなハンデを背負っている。 

平成 30 年７月豪雨の際には、山陽新幹線を活用して被災した在来線の代替輸送

が実施され、災害に対する新幹線の強靭さが再認識されたところであり、四国の活

性化はもとより、防災力の強化を図るためにも、四国への新幹線導入が不可欠であ

り、整備計画への格上げに向けた調査の実施が強く望まれる。 

  また、新幹線の整備をより効果的なものとするには、在来線との乗継利便性の

確保が必要であり、ＪＲ松山駅への新幹線駅併設に向けた調査・検討が求められる。 

 

【愛媛県内の取組】 

 平成 29 年４月に、県と県内全市町で構成する「愛媛県鉄道高速化促進期成同盟

会」を、知事を会長として経済・観光・農林水産団体を加えた官民一体の組織の

「愛媛県新幹線導入促進期成同盟会」に拡大改組し、ＪＲ松山駅への新幹線駅併設

を求める決議文を採択した。 

平成 29 年度以降、県民の理解促進に向けて、オンラインライブイベントの開催

やテレビ番組での放映、集客イベントへの四国新幹線ブースの出展、松山駅でのラ

ッピング広告など、多様な広報啓発活動を実施しているところであり、今後とも、

住民の機運醸成や国への要望活動等に、さらに積極的に取り組むこととしている。 

 

【実現後の効果】 

◇ 時間距離の短縮により、観光交流の拡大、商業施設の新規立地、都市機能の相互

利用・行政投資の効率化などが図られる。 

◇ 新幹線導入により路線の高規格化が図られ、災害に強い鉄道づくりが推進される。 

◇ ＪＲ松山駅を起点として県内各地への乗継利便性が確保され、本県全域で新幹線

整備の波及効果が得られる。 

県担当部署：企画振興部 政策企画局 地域政策課 
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【経  緯】 

○四国新幹線・四国横断新幹線:S48年に基本計画路線に位置付け 

○四国4県・経済界等で実施した「四国における鉄道の抜本的高速化に関する基礎

調査」（H26.4 公表）で、整備ルートによっては費用便益比(B/C)が「1」を超え

ることが示され、四国の新幹線整備の妥当性を確認 

○四国圏広域地方計画において、四国の新幹線に関する記述が盛り込まれた

（H28.3公表）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

○基礎調査で費用便益比（B/C）が「1」を超えたルート（上図中の赤色実線）の沿線には、

既に開業もしくは建設中の各地の新幹線の沿線を上回る人口が集積 
 

  

 

 

  

四国の新幹線整備のイメージ 

●基礎調査の結果（H26.4 公表） ●想定ルートの沿線人口 

＜参 考＞ 他地域の整備新幹線沿線人口 
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10 四国の鉄道の維持・活性化について 
[2] 鉄道災害復旧支援制度の拡充 

 
【現状と課題（背景・理由等）】 
○ ＪＲ四国の経営と鉄道軌道整備法の災害復旧補助の現状 
  地方にあるＪＲ四国は、大都市圏のような多くの利用者がなく、少子高齢化
に伴い、さらに減少が進むとともに、新幹線も整備されていないなど収益基盤
が脆弱であり、非常に厳しい経営環境にある。また、保有する施設・設備は老
朽化が進んでおり、今後、その更新や大規模修繕に加え、頻発化する災害対応
が喫緊の課題となっている。 
平成３０年の西日本豪雨災害では、愛媛県内のＪＲ予讃線が広範囲にわたっ

て被災し、およそ１２億円の災害復旧費を要し、県も支援したところである。 
また、令和２年７月の豪雨で被災したＪＲ内子線は約３億７千万円の災害復

旧費を要し、ＪＲ四国は鉄道軌道整備法に基づく災害復旧補助を受けることと
なり、地方分について県及び沿線１２市町が協力して補助しているが、 
◆ＪＲ予讃線に挟まれる短い区間が内子線として単独の路線に位置づけられ
ており、運行実態と乖離していることから、沿線で補助適用要件に隔たり
が生じ、市町間で不公平が生じている。 

◆内子線を予讃線に統合した場合、現行の採択要件では、今回と同規模の災
害が同一区間内で発生しても、広域にわたるＪＲ予讃線は、路線収入が比
較的多いため、補助要件を満たさなくなるとともに、被害額が１２億円を
超える大規模な災害の場合しか国庫補助が受けられない。 

◆住民生活に不可欠な公共交通機関でありながら、公共土木施設の災害復旧
に比較して、国の支援が少なく、地方への財政支援措置も十分ではない。 

という問題点がある。 
 

○ 愛媛県内での取組、事業者・地域の負担軽減の要望 
本県では、県民生活に不可欠な鉄道ネットワークの維持・確保のため、ＪＲ

四国に対し、老朽化対策やバリアフリー化等を支援するとともに、沿線市町と
連携して積極的に利用促進策に取り組んでいるところである。 
災害復旧についても、県と市町が連携して支援することとしているが、地域

の住民生活に不可欠な鉄道の公益性やそれを支える地方自治体の財政状況に
鑑み、適切な国の負担や地方財政措置を講じていただきたい。 

 
【実現後の効果】 
◇ 鉄道の維持や安定的な運行に寄与することで、県民の生活や地域経済に必要
な鉄道ネットワークの維持・活性化に繋がる。 

【提案・要望事項】 
地域に不可欠な鉄道ネットワークを、収益力の弱い地方において維持・

確保するため、鉄道災害復旧支援制度の拡充を図ること。 
（１）鉄道軌道整備法の災害復旧補助要件の適用に当たっては、路線単位

ではなく、複数路線をまたぐ運行実態等に応じたものにするととも
に、路線ごとの運輸収入１割以上の基準を引き下げるなど、経営状
態の厳しい地方の鉄道事業者を支援する仕組みにすること。 

（２）現行の災害復旧補助制度では、国の負担割合が低く、鉄道事業者や
地方公共団体の負担が大きくなっているため、公共土木施設災害復
旧事業費国庫負担法に準じた国負担率にするとともに、地方交付税
措置の引上げなど地方財政措置の拡充を図ること。 
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○ＪＲ四国の経営状況と平均通過人員の推移 

【ＪＲ四国の近年の経営状況（単体決算、単位：億円）】 

 H29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ 

営業損益 △117 △128 △131 △226 

経常損益 △5 △16 △20 △83 

経営安定基金運用収益等 103 105 103 136 

当期利益 △6 △2 5 △65 

【県内関係路線の状況】 

線名 区間 
平均通過人員（人／日） 

Ｈ元 Ｒ元 Ｒ２ 

内子線 内子～新谷 4,445 3,298 2,200 

予讃線 高松～宇和島 8,823 6,395 4,012 

予土線 北宇和島～若井 575 301 225 

ＪＲ四国全体 6,513 4,416 2,808 

 
 

○各路線の収入と補助要件 

線名 路線距離 路線収入（Ｒ２） 路線収入の10％ 

予讃線 327.0㎞ 6,386百万円 638.6百万円 

内子線 5.3㎞ 64百万円 6.4百万円 

予土線 76.3㎞ 46百万円 4.6百万円 

                                 ↑ 
                          鉄道軌道整備法上の補助要件 
 

○鉄道と公共土木施設における各補助負担スキーム 

鉄道軌道整備法による災害復旧事業 

国（1/4） 地方（1/4） 事業者（1/2） 

国（1/4） 
50％ 

特交措置 
地方の
実質負担  

→国の負担割合＝国費＋特別交付税＝37.5％ 

 

公共土木施設の災害復旧事業 

国（2/3） 
地方（1/3） 
100％起債 

国（2/3） 
95％ 

交付税措置 
地方 
負担 

→国の負担割合＝国費＋交付税＝98.3％ 

 

県担当部署：企画振興部 政策企画局 地域政策課 
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11 高規格道路の整備推進について 
[1] 高速道路ネットワークの 

「３つのミッシングリンク」の早期解消  
【内閣府・財務省・国土交通省】 

 

【提案・要望事項】 

 愛媛県における高速道路ネットワークの「３つのミッシングリンク」を
早期に解消し、国土強靭化や地方創生の推進、新型コロナウイルス感染症
の拡大で打撃を受けた地方経済の回復を図るため、高速交通を提供すると
ともに、「重要物流道路」の一翼を担い、一般国道とのダブルネットワーク
を形成する高規格道路の整備推進と必要な事業費の確保を図ること。 
（1）四国８の字ネットワークにおける「津島道路」・「宿毛内海道路」の整

備推進と未着手区間「御荘～一本松」の早期事業化 
（2）今治小松自動車道「今治道路」の整備推進 
（3）大洲・八幡浜自動車道「夜昼道路」・「大洲西道路」の整備推進に 

必要な事業費の確保 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 

高速道路ネットワークは、南海トラフ地震などの大規模災害等発生時に迅速な
避難や円滑な救援活動、緊急輸送などを支える「命の道」として、また、物流の
効率化・販路拡大による産業振興や、広域交流・連携による観光振興など地域経
済を支える「地方創生の道」として極めて重要な社会基盤であり、新型コロナウ
イルス感染症の拡大で打撃を受けた地方経済の回復を図るためにも、県民の悲願
であるミッシングリンクの早期解消が不可欠となっている。 

〇ミッシングリンク １：「南海トラフ地震等への備えと地域産業の競争力強化等」   
  南海トラフ地震発生時に深刻な被害が想定されている宇和島以南の地域では、
唯一の幹線道路である国道56号が津波浸水により寸断し、陸の孤島が発生するこ
とが懸念されており、一般国道とのダブルネットワークの形成が急務。また、地
域の基幹産業の競争力強化や交流人口拡大による地域活性化のためにも、｢津島
道路｣・「宿毛内海道路」の整備推進と「御荘～一本松」の早期事業化が不可欠。 

○ミッシングリンク ２：「中国～四国の広域的な交流･経済の振興」 
  ｢中国やまなみ街道｣と、「瀬戸内しまなみ海道」を経由し、「四国８の字ネット
ワーク」までをつなぐルートのうち、「今治道路」が唯一未供用となっており、
中四国の更なる広域交流や産業・観光振興等による架橋効果を最大限に発現させ
るためには、早期整備が不可欠。 

○ミッシングリンク ３：「九州～四国～京阪神の広域高速ネットワーク、避難・救援の軸、地域振興」 
  フェリー航路を介した「九州～四国～京阪神」のルートは、東九州の高速道路
延伸に伴い、物流面でのニーズ増加など、「新たな国土軸」としての重要性が一
層高まっている。大洲・八幡浜自動車道は、この新たな国土軸の一翼を担うほか、
万が一の原発事故発生時の広域避難・救援を支える「命の道」として、また、地
場産業や観光振興に資する「地方創生の道」となるものであり、全線整備が急務。 

【実現後の効果】 
◇ 高速道路ネットワーク形成による四国、さらには中国・九州・近畿地方が一体

となった飛躍的な発展 
◇ 救命・救急医療はもとより、大規模災害や万が一の原発事故発生時に迅速な避

難や円滑な救援活動、緊急輸送などを支える強靭な道路ネットワークの形成 
◇ 物流の効率化・販路拡大による産業振興や、広域交流・連携による観光振興 

県担当部署：土木部 道路都市局 道路建設課 
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11 高規格道路の整備推進について 
[2] 高速道路ネットワークの機能強化・利便性の向上 

 【内閣府・財務省・国土交通省】 

【提案・要望事項】 

 高速道路の機能強化や利便性の向上を図り、平常時・災害時を問わず人流・
物流を支える強靭なネットワークを構築するとともに、高速道路のさらなる
利活用を促進するため、主要な交通拠点を結ぶ高規格道路やスマートＩＣ等
の整備推進と必要な事業費の確保を図ること。 
(1) 松山外環状道路の｢空港線｣・「インター東線」の整備推進、 

「空港～国道 196号｣の事業化に向けた計画段階評価の早期着手 
(2) 高速道路の暫定２車線区間の４車線化の促進 

（松山自動車道｢松山ＩＣ～大洲ＩＣ｣） 
(3) 東温スマートＩＣ(仮称)の令和５年度完成に向けた整備促進 
(4) 一般国道バイパス(国道 11号川之江三島 BP・新居浜 BP・小松 BP)の整備推進 

【現状と課題（背景・理由等）】 
＜松山外環状道路＞ 
〇松山圏域内外からの松山ＩＣや松山空港、松山港へのアクセス向上 
  高速道路と圏域内道路との切れ目のないネットワークの形成、交通拠点間の
アクセス向上や所要時間の短縮、愛媛県内全域の生産性向上による「地方創生」
の推進には、松山外環状道路の全線整備が不可欠。 

〇松山都市圏の慢性的な渋滞の解消と交通事故の削減、人流・物流の円滑化等 
  松山都市圏の幹線道路で慢性的に発生している渋滞の解消や交通事故の削減、
人流・物流の円滑化等には、供用済のインター線に続き、空港線・インター東線
等の整備が必要。 

○松山空港の機能強化と連携した整備 
  松山空港国際線スポットの増設（令和２年度事業化）に併せ、相乗効果を最大
限発揮させるため、「空港線」余戸南ＩＣ～東垣生ＩＣ（仮称）の令和６年春頃
の開通に向けた着実な整備が必要。また、更なる利便性の向上を図るため、「空
港～国道196号」の事業化に向けた計画段階評価の早期着手が不可欠。 

＜高速道路の機能強化＞ 
○暫定２車線区間の４車線化による安全性・定時性・信頼性の向上 

令和元年9月策定の「高速道路における安全・安心基本計画」で選定された県
内４車線化「優先整備区間」の着実な推進。特に、南海トラフ地震や万が一の原
発事故発生時の広域避難や救援活動、緊急輸送の他、行楽期の渋滞解消等、平常
時・災害時を問わず円滑な交通を確保するためには、「松山ＩＣ～大洲ＩＣ」の
早期全線４車線化が必要。 

○スマートＩＣによる高速道路の機能強化と重要な拠点間を結ぶ補完道路の整備促進 
東温スマートＩＣは、自衛隊駐屯地や高度医療機関等へのアクセス向上による

防災・救急医療体制の強化のほか、産業や観光振興等にも資することから、早期
整備が必要。また、高速道路を補完し、ネットワークの信頼性を高め、重要な拠
点間等を結ぶ一般国道のバイパス(国道11号川之江三島BP・新居浜BP・小松BP)の整備も重要。 

【実現後の効果】 
◇松山都市圏の渋滞緩和やアクセス向上による、物流の効率化・移動の円滑化  
◇九州～四国～京阪神を結ぶ新たな国土軸の機能強化（4車線）による安全性・定

時性・信頼性の向上 
◇アクセス拠点の形成による地域活性化や防災・救急医療体制の強化、さらには高
速道路の利便性向上と利用促進 

 
 

県担当部署：土木部 道路都市局 道路建設課 
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12 松山空港の機能拡充について 
[1] ターミナル地域の整備促進 

 
【国土交通省】  

【提案・要望事項】 
 

松山空港の受入環境を充実・強化するため、国際線旅客ビル整備(第２段

階)に備えた用地拡張を含むターミナル地域の整備促進を図ること。 

 

【現状と課題（背景・理由等）】 

○松山空港は、国内７路線３５便、国際３路線週９便が就航（令和４年４月末

時点）し、中四国屈指の空港であるが、スポット数が６つと近隣の同規模空

港に比べて少なく、朝夕の時間帯を中心に空きがないため、国際線優先の５

番スポットを国内線も使用せざるを得ないなど、空港全体としてスポット運

用に余裕がない状況にある。 

  

○現在は、新型コロナウイルス感染症の影響により、空港利用者が激減するな

ど大変厳しい状況であるが、事態収束後に本県経済をいち早く回復軌道に乗

せ、更なる成長軌道に押し上げていくためには、苦境に直面する中にあって

も、将来の発展に必要な布石は打たなければならないと考えており、松山空

港を核として、本県と国内外との間の人やモノの流れを早期に復活させ、交

流人口の更なる拡大を進めて行くことが不可欠である。 

 

○このような中、県では、令和２年に｢松山空港将来ビジョン検討会」において、

中長期的な視点のもと、将来の松山空港のあり方を検討し、令和１６年度の

年間利用者数３８７万人という目標案を提示するとともに、国際線の複数便

同時対応が可能となるよう、現在の国際線旅客ビルの西側へ段階的に整備を

行う将来配置計画案を策定したところである。 

 

○現在、目標案の達成に向けて、国内・国際航空会社と連携したプロモーショ

ンに積極的に取り組んでおり、国際線旅客ビルについては、令和６年春の第

１段階完成に向けて、松山空港ビル㈱において、国からのご尽力もいただき

ながら整備を進めているところである｡ 

 

○国におかれては、引き続き、建設中の増設スポットの早期供用に向け、工事

を推進していただくとともに、国際線旅客ターミナルビルの用地拡張など、

庁舎管制塔の移転等を含むターミナル地域の整備促進を要望する。 

 

【実現後の効果】 

◇国際線において複数便同時対応や、増加する利用者への適切な対応が可能に

なるとともに、航空ネットワークの拡充による本県経済の活性化に資する。 

 
県担当部署：観光スポーツ文化部 観光交流局 観光国際課 航空政策室 



３　松山空港国際線旅客ビルの将来配置計画（案）

１　スポットの使用状況

２　松山空港ターミナル地域の機能拡充（案）
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予備スポット（航空機の故障など不測の事態に対応するためのスペース）

国内線 国際線

令和２年度から国予算で新規事業化

で囲んだ時間帯は国際線スポットに国内線が駐機

R元.10月現在(コロナ禍前)

⑤ ④

県の検討会で 国際線旅客ビル の将来配置計画(案)を策定

⑦(新)貨物ビル ③ ②⑥
[新設] [国際] [国内] [国内] [国内]

[国内]

[予備]

[国際]

工 事 中
（R2新規事業化）

※スポット番号は、令和３年２月に変更
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12 松山空港の機能拡充について 

[2] ＣＩＱ体制の充実・強化 
 

【財務省・法務省・厚生労働省・農林水産省】 
 

 

 

 

 
 
【現状と課題（背景・理由等）】 

○ 愛媛県では、松山空港の国際化に向け、国際線の維持・拡充に取り組んでお

り、平成７年４月のソウル線就航、平成 16 年７月の上海線就航に加え、令和

元年７月には台北線が就航したことにより、松山空港の国際線は３路線となっ

ている。（コロナ禍により、令和２年３月以降、全路線で運休が続いている。） 

○ 国による訪日プロモーション事業等の効果もあり、松山空港においても外国

人旅行者の割合が年々増加し、平成 30 年度には国際線利用者数が過去最多と

なった一方、ＣＩＱ機関は限られた人員体制のもとでの対応を余儀なくされて

おり、平成23年 11月には、台湾からのチャーター便到着の際に、外国人旅行

者の入国審査に長時間を要し、利用者から大きな不満の声が上がる事案が発生

したほか、定期便においても、手続きの時間が長くなることが増えていた。 

○ さらに、コロナ禍が長期化する中、国は、国際線の到着空港を主要６空港に

限定し、到着客全員を対象に抗原検査を行うなど、水際対策を強化しているが、

海外との本格的な往来再開には、観光目的の外国人旅行者の受入れ再開に向け

た具体的なプロセスを早急に示すとともに、地方空港における必要な検疫体制

を確保することが不可欠となっている。 

○ 県では引き続き、松山空港国際線の路線拡充に積極的に取り組むとともに、

国際線スポットの早期完成を要望しているほか、松山空港ビル株式会社におい

ても外国人旅行者の受け入れ拡充に向け、国際線ターミナルビルの建替えを進

めているところであり、ＣＩＱ体制の更なる充実・強化が必要となっている。 
 

【実現後の効果】 

◇ 外国人旅行者を中心とした国際線利用者の利便性向上 
 

県担当部署：観光スポーツ文化部 観光交流局 観光国際課 航空政策室 

 

【提案・要望事項】 
 

松山空港のＣＩＱ（税関・出入国管理・検疫）体制の充実・強化を図
ること。 



　１　松山空港のＣＩＱ機関概要

　２　就航状況

　３　松山空港国際線利用状況推移

動物検疫所

松山出張所
防疫所

神戸植物

7.4.4 指定 7.4.1 指定
7.4.4指定

〔携帯品〕

手続き
税　関

（Customs）

出入国管理

（Immigration）

農林水産省財務省

常駐の
有無

指定状況

小松島出張所

出張対応

広島検疫所
松山出張所

6～7名 4～5名 １名

検疫（Quarantine）

動物人・機体 植物

3.6.3指定

〔貨物〕

農林水産省

6.4.1指定

厚生労働省

7.4.4指定

対応機関
神戸税関

松山税関支署

高松出入国
在留管理局
松山出張所

所管官庁 法務省

（高松空港分室）

松
山
空
港
の
状
況

空港での
対応人数

7.4.4 指定

〔貨物〕

〔携帯品〕

出張対応 出張対応 出張対応出張対応

１名２名
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年　度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31/元

利用者数 32,624 36,016 32,362 30,723 33,751 34,677 33,869 29,457 25,032 26,688 30,995 14,758 22,277 72,613 41,848

外国人割合 35.9% 46.1% 50.4% 31.6% 27.9% 34.7% 24.9% 30.3% 42.2% 60.0% 72.0% 57.7% 71.0% 68.2% 53.6%

利用者数 15,469 19,699 17,300 9,953 15,341 15,062 18,341 17,777 8,471 8,892 7,719 11,898 16,228 16,526 13,080

外国人割合 16.1% 13.5% 18.5% 26.4% 16.7% 16.5% 16.3% 18.2% 22.5% 40.1% 50.6% 44.2% 57.8% 64.2% 58.6%

利用者数 17,672

外国人割合 68.1%

利用者数 4,781 5,204 4,199 4,674 3,910 4,348 4,678 5,153 5,124 3,972 3,076 3,076 8,211 12,647 8,607

計 利用者数 52,874 60,919 53,861 45,350 53,002 54,087 56,888 52,387 38,627 39,552 41,790 29,732 46,716 101,786 81,207

　※　ソウル線は平成７年４月から、上海線は平成16年７月から、台北線は令和元年７月から運航開始
　※　上海線は週２便、ソウル線は週３便、台北線は週２便
　※　新型コロナウイルス感染拡大の影響により全路線運休中（運休期間：上海線R2.2.1～、ソウル線R2.3.9～、台北線R2.2.27～）

ソウル線

上海線

チャーター便

台北線

国際線就航状況 （参考）国内線就航状況

　※2020年冬ダイヤ（新型コロナウイルス感染症の影響による運休・減便を除く）

　※台北線は令和２年４月11日から４便/週への増便が予定されていた。

鹿児島  1便/日

２便/週

12便/日

東京（成田）

東京（羽田）

 3便/日
３便/週

２便/週

沖縄（那覇）  1便/日

 3便/日

大阪（伊丹） 11便/日

月・金

木・日
福　岡  4便/日

名古屋（中部国際）

便数路　　線運航開始日 運航会社 便数

火・木・日

運航曜日

中国東方航空

台北線

路線

H29.11.2 チェジュ航空

H16.7.15

R元.7.18

ソウル線

エバー航空

上海線
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12 松山空港の機能拡充について 
[3] 進入管制空域の返還 

 
【国土交通省】  

【提案・要望事項】 
 
松山空港の進入管制空域の返還について米国に強く要求すること。 

・米軍岩国基地の管理下にある松山空港の進入管制空域及び進入管制業務の

日本への返還について米国に強く要求すること。 

 

【現状と課題（背景・理由等）】 

○ 松山空港においては、日米安全保障条約に基づき、航空機の安全な離発着に

不可欠な進入管制空域及び進入管制業務が米軍岩国基地の管理下にあるため、

高度 900ｍから 4,500ｍまでを米軍岩国基地が管制し、その上下の空域は日本

側が管制するという複雑な空域利用を強いられている。 

○ 沖縄の進入管制空域が、平成22年３月 31日に返還され、軍民共用空港を除

く民間空港で米軍が進入管制権を握るのは松山空港のみとなっている。 

○ 岩国飛行場は、平成24年 12月より軍民共用空港となり、民間航空機の進入

管制業務も米軍が管理しているため、松山空港の進入管制権の返還が一層困難

な状況となっている。 

○ 日米両政府が合意した「在日米軍再編実施のためのロードマップ」に示され

た厚木基地の空母艦載機などの岩国基地への移駐が平成 30 年３月に完了し、

進入管制空域の返還は一層困難な状況となっている。 

 

【実現後の効果】 

◇ 日本側が一元的に航空管制を行うことで、民間航空機の効率的な運航が可能

となる。 

 

 県担当部署：観光スポーツ文化部 観光交流局 観光国際課 航空政策室 
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管制区及び管制圏の構成 

（ 松山 ⇒ 東京の場合 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 飛行場上空を管制 

              松山の場合、空港事務所の管制タワーで行う。 

              上空 900ｍ（3,000フィート）、半径9㎞の範囲 

 

          管制圏（飛行場管制）と航空路をつなぎ、両者間の 

          出入りを管制 

             一般空港では、飛行場自前もしくは他官署のレーダーで 

行っている。 

※ 松山空港の場合、米軍岩国基地で実施 

 

 航空路の航空機を管制 

            札幌、東京、福岡、神戸の４管制部で行う。 

 

 

航空交通管制圏

場管制 

 

航空交通管制区 

進入管制区 

4,500m

900m

岩国進入管制区

管制圏
（飛行場管制）

東京進入管制区

管制圏
（飛行場管制）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 


